
【用語解説】

■扶助費

　生活保護費や各種医療費の助成

など

■人件費

　市職員給与や市議会議員報酬、

各種委員報酬、共済組合負担金な

ど

■公債費

　借り入れた市債（借金）の返済金

■普通建設事業費

　道路や公園、学校、市営住宅など

公共施設の建設費など

■災害復旧事業費

　災害時の公共施設の補修費など

■補助費等

　特定の事業や団体への補助金、

負担金、報償金、寄附金など

■物件費

　光熱水費や消耗品費、委託料、使

用料など

■繰出金

　特別会計など他会計への繰り出

し

■維持補修費

　道路や学校など、公共施設の維

持補修経費

■投資・出資・貸付金

　融資資金などの貸付金

■積立金

　特定の目的のための基金への積

み立て

一
般
会
計
の
歳
入
・
歳
出

歳
入

　

最
も
大
き
な
割
合
を
示
し
て

い
る
の
が
、
地
方
交
付
税
で
、

歳
入
の
27
・
9
％
を
占
め
る
約

1
8
7
億
1
千
万
円
と
な
り
ま
し

た
。
地
方
交
付
税
と
は
、
国
税
の
う

ち
、
所
得
税
、
法
人
税
、
酒
税
、
消
費

税
な
ど
、
そ
れ
ぞ
れ
一
定
割
合
の

額
を
、
地
方
公
共
団
体
が
等
し
く

一
定
の
行
政
水
準
を
維
持
す
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
国
が
交
付

す
る
税
で
す
。
前
年
度
と
比
較
し

て
、
震
災
復
興
関
連
の
特
別
な
交

付
税
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ

り
、
約
3
億
6
千
万
円
の
減
と
な

り
ま
し
た
。

　

各
項
目
を
前
年
度
と
比
較
す
る

と
、
市
税
は
、
市
民
税
や
固
定
資
産

税
の
減
少
に
よ
り
約
2
億
3
千
万

円
減
の
約
1
5
6
億
9
千
万
円
と

な
り
ま
し
た
。

　

市
債
は
、
災
害
復
旧
事
業
を
優

先
し
な
が
ら
も
、
防
災
行
政
無

線
整
備
事
業
な
ど
の
新
市
建
設

計
画
事
業
を
実
施
し
た
こ
と
か

ら
、
約
31
億
6
千
万
円
増
の
約

87
億
7
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

財
源
比
率
は
、
自
主
財
源
が

34
・
1
％
に
対
し
て
依
存
財
源

が
65
・
9
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

財
政
基
盤
の
安
定
と
行
政
運
営

の
自
主
性
を
高
め
る
た
め
に
、
市

税
を
は
じ
め
と
す
る
自
主
財
源
の

確
保
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

歳
出
【
目
的
別
】

　

最
も
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い

る
の
が
民
生
費
で
、
歳
出
の
29
・

9
％
を
占
め
ま
し
た
。
続
い
て
土

木
費
、
総
務
費
、
公
債
費
、
教
育
費

の
順
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

各
項
目
を
前
年
度
と
比
較
す

る
と
、
民
生
費
は
、
今
年
4
月
に

開
園
し
た
松
山
子
育
て
支
援
総

合
施
設
あ
お
ぞ
ら
園
の
建
設
費

や
、
児
童
福
祉
費
が
増
加
し
、
約

11
億
7
千
万
円
増
の
約
1
8
9
億

6
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

土
木
費
は
、
鹿
島
台
駅
周
辺
地

区
の
整
備
や
古
川
地
域
の
都
市
計

画
道
路
李
埣
新
田
線
の
整
備
費
な

ど
が
増
加
し
ま
し
た
が
、
災
害
公

営
住
宅
の
建
設
完
了
に
伴
い
、
全

体
で
は
約
2
億
4
千
万
円
減
の
約

90
億
3
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

総
務
費
は
、
景
気
対
策
で
実
施
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　平成27年度の一般会計は、合併10年目の節目の年とし

て、総合計画の後期基本計画や震災復興計画を踏まえた

安全・安心のまちづくりと社会基盤や都市機能などを一

段と充実させる取り組みを行いました。

　決算では、歳入が約670億4千万円に対し、歳出が約

634億6千万円で、歳入決算額から歳出決算額を差し引

いた形式収支額は、約35億8千万円となり、昨年度に引き

続き、黒字の決算となりました。この決算の概要について

お知らせします。

 財政課財政担当 23-5029

平成27年度

決算の概要

自主財源 34.1％
市税………………156億9122万円

繰越金…………… 24億1658万円

諸収入…………… 16億2011万円

繰入金…………… 11億9178万円

分担金及び負担金 8億7600万円

使用料及び手数料 5億1669万円

財産収入………… 3億1272万円

寄附金…………… 2億6562万円

依存財源 65.9％
地方交付税………187億 673万円

国庫支出金……… 87億7420万円

市債……………… 86億6595万円

県支出金………… 45億2962万円

地方消費税交付金 25億3880万円

地方譲与税……… 5億8016万円

その他の交付金… 3億5610万円

●目的別
民生費……189億5995万円

土木費…… 90億3226万円

総務費…… 69億1988万円

公債費…… 68億3916万円

教育費…… 67億5380万円

衛生費…… 67億3510万円

消防費………… 30億 581万円

農林水産業費… 24億1428万円

商工費………… 18億2118万円

災害復旧費…… 5億4946万円

議会費………… 3億8790万円

労働費………… 3922万円

●性質別

義務的経費 40.1%
扶助費…………111億4141万円

人件費………… 74億7920万円

公債費………… 68億3916万円

投資的経費 18.9%
普通建設事業費 112億6998万円

災害復旧事業費 7億1692万円

その他の任意的経費 41.0%
補助費等……… 97億1175万円

物件費………… 72億6853万円

繰出金………… 66億1376万円

維持補修費…… 9億9234万円

投資・出資・貸付 7億5600万円

積立金………… 6億6895万円

歳入 670億4228万円

平成27年度決算の概要

歳出 634億5800万円

繰出金
10.4%

物件費
11.4%

維持補修費 1.6%

投資・出資・貸付 1.2%

積立金 1.1%

補助費等
15.3%

災害復旧事業費 1.1%

普通建設
事業費 17.8%

公債費
10.8%

人件費
11.8%

扶助費
17.5%

 



諸収入 2.4％

繰入金 1.8％

繰越金 3.6％

市税
23.4％

地方消費税交付金 3.8％

地方譲与税 0.9％

その他の交付金 0.5％

県支出金
6.8％

市債
12.9％

国庫　
支出金
13.1％

地方交付税
27.9％





寄附金 0.4％
財産収入 0.4％

分担金及び
負担金 1.3％

使用料及び
手数料 0.8％

議会費 0.6%

労働費 0.1%

災害復旧費 0.9%

商工費 2.9%

農林水産業費 3.8%

消防費 4.7%

教育費
10.6%

総務費
10.9%

公債費
10.8%

衛生費
10.6%

土木費
14.2%

民生費
29.9%

労働費 294円

議会費 2904円

災害復旧費 4114円

商工費 1万3636円

農林水産業費 1万8077円

消防費 2万2507円

衛生費 5万 431円

教育費 5万 571円

公債費 5万1210円

総務費 5万1814円

土木費 6万7631円

民生費 14万1967円

※平成28年3月31日現在の人口 13万3552人で算出

市民１人当たりに
使われた金額 47万5156円

市たばこ税 (7.5%)　11億7245万円

都市計画税 (4.4%)　 6億9739万円

軽自動車税 (2.2%)　 3億4247万円

入湯税 (0.6%)　　　 　8672万円

市民税 (41.5%)
65億1679万円

固定資産税 (43.8%)
68億7540万円

市民１人当たりが
納めた金額 11万7491円

都市計画事業を行う経費の一
部に使われています。

市街地開発……17億6605万円
下水道…………16億1010万円
公債費………… 4億1892万円
街路…………… 4億 695万円

合計……………42億 202万円

源泉保護などの温泉施設管
理のほか、観光施設整備や
観光振興などを行う経費の
一部に使われています。

観光施設維持管理…1億4376万円
温泉事業……… 3930万円
観光振興……… 2407万円

合計…………… 2億 713万円

入湯税の使いみち 都市計画税の使いみち

し
た
プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
や
子
育

て
応
援
券
の
発
行
に
係
る
事
業
の

ほ
か
、
ふ
る
さ
と
納
税
推
進
事
業

の
実
施
に
伴
い
、
約
6
億
5
千
万

円
増
の
約
69
億
2
千
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

　

教
育
費
は
、
復
興
ま
ち
づ
く
り

の
核
と
し
て
い
る
図
書
館
等
複
合

施
設
整
備
事
業
を
着
実
に
進
め
た

こ
と
に
よ
り
、
約
11
億
7
千
万
円

増
の
約
67
億
5
千
万
円
と
な
り
ま

し
た
。

　

公
債
費
は
、
約
3
億
1
千
万
円

減
の
約
68
億
4
千
万
円
と
な
り
ま

し
た
。
市
債
の
計
画
的
な
償
還
を

行
い
な
が
ら
、
財
政
健
全
化
を
目

的
と
し
た
繰
上
償
還
も
併
せ
て
実

施
し
ま
し
た
。

　

平
成
27
年
度
決
算
に
お
け
る
災

害
復
旧
費
は
約
5
億
5
千
万
円

と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
う
ち
昨
年

9
月
に
発
生
し
た
豪
雨
災
害
復
旧

費
と
し
て
、
道
路
や
農
業
施
設
、
社

会
教
育
施
設
の
復
旧
に
約
5
億
円

を
執
行
し
ま
し
た
。

歳
出
【
性
質
別
】

　

各
項
目
を
前
年
度
と
比
較

す
る
と
、
普
通
建
設
事
業
費
は

総
合
計
画
や
震
災
復
興
計
画

の
推
進
を
図
っ
た
こ
と
に
よ

り
、
約
11
億
5
千
万
円
増
の
約

1
1
2
億
7
千
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

　

扶
助
費
は
、
保
育
所
運
営
経
費

や
子
ど
も
医
療
費
な
ど
の
児
童
福

祉
費
の
ほ
か
、
生
活
保
護
費
が
増

加
と
な
り
、
約
4
億
8
千
万
円
増

の
約
1
1
1
億
4
千
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

　

補
助
費
等
は
、
約
１
億
円
増
の

約
97
億
1
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

人
件
費
は
、
定
員
適
正
化
計
画

に
基
づ
く
計
画
的
な
職
員
数
の
管

理
に
よ
っ
て
約
3
億
7
千
万
円
減

の
約
74
億
8
千
万
円
と
な
り
ま
し

た
。



　

「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健

全
化
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
き
、

公
表
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
健

全
化
判
断
比
率
（
実
質
赤
字
比
率
、

連
結
実
質
赤
字
比
率
、
実
質
公
債

費
比
率
、
将
来
負
担
比
率
）
と
公
営

企
業
資
金
不
足
比
率
は
、
各
項
目

が
健
全
化
基
準
を
達
成
し
、
市
の

財
政
が
健
全
で
あ
る
こ
と
が
確
認

さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
健
全
化
判
断
比
率
と
資
金

不
足
比
率
が
基
準
以
上
と
な
っ
た

場
合
は
、
早
期
健
全
化
計
画
な
ど

を
定
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
資
金
不
足
比
率
も
、
す
べ

て
の
公
営
企
業
会
計
に
お
い
て
、

経
営
健
全
化
基
準
を
下
回
っ
て
い

ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
基
準
を
下

回
っ
て
い
る
こ
と
が
、
財
政
が
豊

か
で
あ
る
こ
と
を
意
味
す
る
も
の

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
今
後
も
行
財

政
改
革
を
推
進
し
、
さ
ら
な
る
財

政
の
健
全
化
に
努
め
て
い
き
ま

す
。

平
成
27
年
度
決
算
に
基
づ
く

財
政
健
全
化
判
断
比
率
な
ど

　今後も、より一層の

財政の健全化を図りな

がら、大崎市総合計画

で示した市政の振興・

発展と安全・安心な市

民生活の維持向上のた

めに必要な施策・各事

業に着実に取り組んで

いきます。

特
別
会
計
と
公
営
企
業
会
計

特
別
会
計

　

市
で
は
、
国
民
健
康
保
険
、
後
期

高
齢
者
医
療
、
介
護
保
険
、
下
水
道

事
業
な
ど
、
11
の
特
別
会
計
を
設

置
し
て
い
ま
す
。

　

総
額
は
、
歳
入
で
約
3
6
3
億

9
千
万
円
、歳
出
で
は
約
3
5
0
億

2
千
万
円
で
、
形
式
収
支
は
約

13
億
7
千
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま

し
た
。

公
営
企
業
会
計

　

市
で
は
、
水
道
事
業
会
計
と
病

院
事
業
会
計
の
二
つ
の
公
営
企
業

会
計
を
設
置
し
て
い
ま
す
。

　

水
道
事
業
会
計
の
収
益
的
収
支

は
、
職
員
給
与
費
の
減
額
や
退
職

給
付
引
当
金
の
戻
入
益
な
ど
に
よ

り
、
約
3
億
3
千
万
円
の
黒
字
と

な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
資
本
的
収
支

で
は
約
14
億
1
千
万
円
の
赤
字
と

な
り
ま
し
た
。

　

病
院
事
業
会
計
で
は
、
新
本
院

市
債
と
積
立
金

大
崎
市
の
長
期
借
入
金
（
市
債
）

　

大
崎
市
の
借
金
に
あ
た
る
「
市

債
」
の
残
高
は
、
前
年
度
よ
り
約

5
億
5
千
万
円
増
加
し
ま
し
た
。 

　

中
で
も
一
般
会
計
の
市
債
は
、

約
26
億
円
増
加
し
ま
し
た
。
こ
れ

は
普
通
建
設
事
業
費
が
増
加
し
た

こ
と
に
伴
う
も
の
で
す
。

　

市
債
に
は
、
施
設
の
建
設
な
ど

長
期
に
わ
た
っ
て
便べ

ん
え
き益

を
受
け

る
も
の
に
つ
い
て
、
世
代
間
の
負

担
や
財
政
支
出
を
平
準
化
す
る
役

割
が
あ
り
ま
す
。
た
だ
し
、
こ
の
返

済
は
公
債
費
と
し
て
財
政
負
担
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
か
ら
、

繰
上
償
還
な
ど
を
計
画
的
に
実
施

し
、
将
来
世
代
に
過
度
な
負
担
を
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市債・積立金の推移

1302億

　1933万円

1232億

　1674万円

1223億

　5124万円

1293億

　2415万円

1296億

　6275万円

市債
1220億

1240億

1260億

1280億

1300億

H 23 H 24 H 25 H 26 H 27

H 23 H 24 H 25 H 26 H 27

164億

　2702万円

225億

　2489万円

209億

　2840万円

213億

　4101万円

220億

　4484万円

積立金
180億

200億

220億

< 特別会計 >

会計区分 歳入 歳出

特別会計 363億8954万円 350億2168万円

1 国民健康保険 171億 340万円 162億9973万円

2 介護保険 115億9605万円 114億1587万円

3 下水道事業 46億1871万円 44億8124万円

4 後期高齢者医療 11億7386万円 11億4258万円

5 農業集落排水事業 8億8273万円 8億2765万円

6 浄化槽事業 4億7411万円 4億1809万円

7 岩出山簡易水道事業 2億5347万円 2億4878万円

8 夜間急患センター事業 1億1289万円 1億 543万円

9 宅地造成事業 8630万円 434万円

10 市有林事業 5187万円 4857万円

11 奨学資金貸与事業 3615万円 2940万円

< 公営企業会計 >

会計区分 歳入 歳出

水道事業会計

収益的収支 36億5159万円 33億2025万円

資本的収支 2億5586万円 16億7010万円

計 39億 745万円 49億9035万円

病院事業会計

収益的収支 225億6032万円 227億5215万円

資本的収支 10億1567万円 17億7045万円

計 235億7599万円 245億2260万円

※水道事業、病院事業の収益的収支は税抜き数値で掲載しています。

特別会計・公営企業会計決算の内訳

平成27年度決算の概要 平成27年度決算の概要

< 健全化判断比率 >　　　　　　　　　　　（単位：％）

項目
平成27年度

数値
早期健全化

基準
財政再生

基準

実質赤字比率 ―　(―) 11.54 20.00

連結実質赤字比率 ―　(―) 16.54 30.00

実質公債費比率 9.7（10.2） 25.0 35.00

将来負担比率 53.3（51.0） 350.0

※実質赤字額・連結実質赤字額がない場合は「－」で表示しています。
※平成27年度数値欄の (　) 内の数値は、平成26年度の数値です。

< 公営企業資金不足比率 >　　　　　       （単位：％）

公営企業会計
平成27年度

数値
経営健全化

基準

水道事業 ―

20.00

病院事業 ―

下水道事業 ―

農業集落排水事業 ―

浄化槽事業 ―

宅地造成事業 ―

岩出山簡易水道事業 ―

※資金不足比率がない場合は「－」で表示しています。

健全化判断比率と
公営企業資金不足比率
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財
政
調
整
基
金
は
、
突
発
的
な

災
害
に
よ
り
生
じ
た
減
収
の
補
て

ん
や
、
緊
急
を
要
す
る
経
費
に
備

え
る
た
め
に
設
置
し
て
い
る
積
立

金
で
す
。
社
会
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済
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に
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う
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な
財
政
需
要
に
も
対

応
で
き
る
よ
う
、
残
高
の
確
保
に

努
め
て
い
き
ま
す
。

【用語解説】

■収益的収支

　水道使用料や診療報酬などサービスを提供して得

た収入と職員給与・減価償却費などサービスの提供に

必要な支出の収支をまとめたもの

■資本的収支

　水道や病院の施設・設備などの整備に係る経費

※不足額は、補てん財源として企業が内部に留保した

　財源などを充当して、資金収支の均衡を図っていま

　す。

■市債

　体育館や公園、道路などを建設する際に、その建設

費用として借り入れる資金

■積立金

　経済不況による大幅な市税収入の減少や災害など

の予測できない事態に備えて積み立てる市の貯金

■資金不足比率

　公営企業の資金不足額を、公営企業の事業規模であ

る料金収入などの規模と比較して指標化し、経営状況

の深刻度を示すもの

■経営健全化基準

　自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図

るべき「資金不足比率」の基準として定められた数値

■実質赤字比率

　地方公共団体の一般会計などの赤字の程度を指標

化し、財政の深刻度を示すもの

■連結実質赤字比率

　地方公共団体のすべての会計の赤字や黒字を合算

して赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体として

の財政の深刻度を示すもの

■実質公債費比率

　借金の返済額と、それに準じる額の大きさを指標化

し、資金繰りの危険度を示すもの

■将来負担比率

　地方公共団体の一般会計の借入額（地方債）や、将来

支払いは見込まれる負担金などの残高を指標化し、将

来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すもの

移
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な
お
、
公
営
企
業
会
計
の
資
本

的
収
支
で
の
赤
字
額
は
、す
べ
て
内

部
の
資
金
で
補
て
ん
し
て
い
ま
す
。


